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確
定
申
告
が

�

必
要
な
方
（
例
）　

昨
年
１
年
間
に
所
得
が
あ
り
、

次
に
該
当
す
る
方
で
す
。

⑴
平
成
28
年
分
の
事
業
所
得
や
不

動
産
所
得
な
ど
の
各
種
所
得
金

額
の
合
計
額
が
扶
養
控
除
、
基

礎
控
除
、
そ
の
ほ
か
の
所
得
控

除
の
合
計
額
を
超
え
る
方

⑵
給
与
所
得
の
あ
る
方
で

①
給
与
の
年
収
が
２
０
０
０
万
円

を
超
え
る
方

②
給
与
を
１
カ
所
か
ら
受
け
て
い

て
、
給
与
所
得
や
退
職
所
得
以

外
の
所
得
金
額
の
合
計
額
が

20
万
円
を
超
え
る
方

③
給
与
を
２
カ
所
以
上
か
ら
受
け

て
い
て
、
年
末
調
整
を
さ
れ
な

か
っ
た
給
与
の
収
入
金
額
と
給

与
所
得
や
退
職
所
得
以
外
の
所

得
金
額
の
合
計
額
が
20
万
円
を

超
え
る
方

確
定
申
告
を
す
れ
ば

税
金
が
戻
る
方
（
例
）　

平
成
28
年
分
の
所
得
税
及
び
復

興
特
別
所
得
税
に
つ
い
て
、
源
泉

徴
収
さ
れ
た
税
金
が
納
め
過
ぎ
に

な
っ
て
い
る
方
は
、
還
付
を
受
け

る
た
め
の
申
告
（
還
付
申
告
）
が

で
き
ま
す
。

①
給
与
所
得
者
で
医
療
費
控
除
・

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
な
ど

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
方

②
平
成
28
年
に
中
途
で
退
職
し
た

後
就
職
し
な
か
っ
た
方
で
、
年

末
調
整
を
受
け
な
か
っ
た
方

③
公
的
年
金
等
の
収
入
が

４
０
０
万
円
以
下
で
は
あ
る

が
、
源
泉
徴
収
を
さ
れ
て
お

り
、
医
療
費
控
除
等
の
申
告
を

す
る
と
、
所
得
税
が
戻
る
方

※
税
金
の
還
付
を
受
け
る
場
合

は
、
預
金
口
座
へ
の
振
込
と
な

り
ま
す
。
口
座
番
号
等
の
分
か

る
も
の
を
用
意
し
て
く
だ
さ
い
。

納
付
期
限
お
よ
び

振
替
納
税
の
お
勧
め
　

所
得
税
及
び
復
興
特
別
所
得
税

の
納
税
は
、
便
利
な
口
座
振
替
を

お
勧
め
し
ま
す
。

依
頼
書
に
預
金
口
座
番
号
を
記

入
し
、
預
金
届
出
印
を
押
印
の

上
、
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
納
付
期
限
（
口
座
振
替
以
外
）

３
月
15
日
㊌

◆
口
座
振
替
日　
４
月
20
日
㊍

◆
提
出
先
・
期
限

　

茂
原
税
務
署
ま
た
は
金
融
機
関

３
月
15
日
㊌

税
理
士
が
行
う

�

無
料
申
告
相
談
　

税
理
士
記
念
日
事
業
と
し
て
、

次
の
と
お
り
経
験
豊
富
な
税
理
士

が
無
料
で
相
談
に
応
じ
ま
す
。

◆
相
談
日
時　
２
月
23
日
㊍

９
時
30
分
～
12
時
、
13
時
～
16
時

◆
場
所　
市
役
所
市
民
室

◆
問
合
先

千
葉
県
税
理
士
会
茂
原
支
部

☎
（26）
７
３
７
２
（
平
日
午
前
の
み
）

青
色
申
告
と
税
務
相
談
　

茂
原
市
青
色
申
告
推
進
協
議
会

で
は
、
次
の
期
間
に
青
色
申
告
の

普
及
と
税
務
相
談
を
行
い
ま
す
の

で
、
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

◆
期
間
＝
２
月
13
日
㊊
～
３
月
15

日
㊌
（
土
・
日
は
除
く
）

◆
時
間
＝
９
時
～
11
時
30
分
、
13

時
～
15
時
30
分

◆
場
所
＝
茂
原
青
色
申
告
会
館

（
茂
原
市
道
表
12
番
地
）

◆
問
合
先
＝
茂
原
税
務
署
管
内
青

色
申
告
会
☎

（23）
１
２
７
３

市

･

県
民
税
の
申
告
に
つ
い
て
　

確
定
申
告
を
す
る
必
要
が
な
い

た
め
申
告
を
し
な
い
方
で
、
所
得

控
除
な
ど
が
あ
れ
ば
、
市
・
県
民

税
の
申
告
を
す
る
こ
と
で
、
市
・

県
民
税
の
額
が
減
額
に
な
る
場
合

が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
収
入
の
な
い
方
で
も
、

国
民
健
康
保
険
税
や
後
期
高
齢
者

医
療
制
度
の
軽
減
措
置
、
税
関
係

証
明
書
の
発
行
、
各
種
福
祉
関
係

の
所
得
判
定
等
の
基
礎
資
料
と
な

り
ま
す
の
で
、
申
告
書
の
裏
面
に

該
当
事
項
を
記
入
の
上
、
申
告
し

て
く
だ
さ
い
（
同
居
親
族
の
扶
養

に
な
っ
て
い
る
方
は
除
く
）。

確
定
申
告
は
必
要
な
い
が
、
市･

県

民
税
の
申
告
が
必
要
な
方
（
例
）　

今
年
の
１
月
１
日
現
在
、
市
内

に
居
住
し
、
次
に
該
当
す
る
方
で

す
。

①
給
与
所
得
者
で
会
社
か
ら
市
役

所
へ
給
与
支
払
報
告
書
が
提
出

さ
れ
て
い
な
い
方

②
事
業
所
得
者
な
ど
で
所
得
税
及

び
復
興
特
別
所
得
税
が
か
か
ら

な
い
方

③
給
与
等
の
支
払
い
を
受
け
て
い

て
、
給
与
所
得
以
外
の
所
得
の

合
計
金
額
が
20
万
円
以
下
の
方

④
扶
養
に
な
っ
て
い
る
方
で
、

パ
ー
ト
や
内
職
な
ど
の
収
入
が

あ
る
方

⑤
公
的
年
金
な
ど
の
受
給
者
で
、

市
役
所
へ
公
的
年
金
等
支
払
報

告
書
が
提
出
さ
れ
て
い
な
い
方

⑥
公
的
年
金
の
収
入
が
４
０
０
万

円
以
下
で
、
そ
れ
以
外
に
20
万

円
以
下
の
所
得
が
あ
る
、
も
し

く
は
、
扶
養
な
ど
の
各
種
控
除

の
申
告
が
必
要
な
方

確定申告書が作成（検算）できます。

　国税庁のウェブページで所得税及び復興
特別所得税の確定申告書が作成(検算)でき
ます。
　また、作成した申告情報を利用して電子
申告（e-Tax）をすることもできます。くわ
しくは国税庁ウェブページをご覧ください。
http://www.nta.go.jp
※電子申告の際は、電子証明書が必要です。
住民基本台帳カードの電子証明書は、有効
期間内であれば利用できますが、有効期間
が満了している場合は、個人番号カード（マ
イナンバーカード）が必要となります。
◆e-Taxを利用して所得税及び復興特別所得　
　税の申告をすると下記の利点があります。
１添付書類の提出または提示を省略できます。
２還付金を早く受け取ることができます。


